１　はじめに
この事例集は，平成２１年度の公務災害及び通勤災害（以下「公務災害等」という。）の認定事例を９職種別に分析し，とりまとめたものです。

当基金では，公務災害等が発生した場合に迅速な補償の実施に努めているところですが，まずもって公務災害等の発生を発生させないことが重要であると考えており，その防止に力を入れているところです。
各任命権者や所属長におかれては，この事例集を参考にして，災害がどういう状況で発生しているかを認識し，今後，どのように防止していけばいいかを考える契機にしていただければ幸いです。

２　平成２１年度　公務災害・通勤災害に係る職種別の状況
	職　種
	対象職員

（人，％）


	認定件数

（件）
	職員千人当たり災害発生率

（％）
	災害補償費等

（千円）
	負担金に対する災害補償費等の比率

（補償費等／負担金）

	
	人数
	構成比
	公務災害
	通勤災害
	公務災害
	通勤災害
	
	

	義務教育学校職員
	16,001
	30.0
	93
	6
	5.8
	0.4
	136,900
	1.68

	その他の教育職員
	7,609
	14.3
	49
	6
	6.4
	0.8
	58,232
	1.07

	警察職員
	5,607
	10.5
	87
	11
	15.5
	2.0
	203,975
	1.71

	消防職員
	2,253
	4.2
	19
	1
	8.4
	0.4
	50,099
	2.00

	電気・ガス・水道事業職員
	1,185
	2.2
	6
	0
	5.1
	0.0
	14,252
	1.36

	運輸事業職員
	258
	0.5
	7
	5
	27.1
	19.4
	16,199
	5.85

	清掃事業職員
	657
	1.2
	19
	2
	28.9
	3.0
	24,003
	1.71

	船員
	29
	0.1
	0
	0
	0.0
	0.0
	0
	0.00

	その他の職員
	19,644
	37.0
	173
	37
	8.8
	1.9
	179,097
	1.37

	合計
	53,243
	100.0
	453
	68
	8.5
	1.3
	682,757
	1.55

	全国（平成20年度）
	
	
	
	
	9.8
	0.9
	
	1.03


平成21年度の広島県支部の「職員千人当たりの災害発生率」は公務災害が8.5％，通勤災害が1.3％となっており，全国平均（平成20年度）と比較すると，公務災害は全国平均の9.8％を下回り，通勤災害は全国平均の0.9％を上回っています。
また，平成21年度の広島県支部の「負担金に対する災害補償費等」の比率は1.55で，全国平均（平成20年度）の1.03を大幅に上回っています。
